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衆
議
院
議
員
小
宮
山
泰
子
君
提
出
下
水
道
整
備
事
業
の
現
況
に
関
す
る
質
問
に
対
す
る
答
弁
書

一
に
つ
い
て

平
成
十
七
年
度
の
決
算
に
お
い
て
、
下
水
道
事
業
債
残
高
は
三
十
二
兆
九
千
百
七
十
億
円
と
な
っ
て
い
る
。
普
通
会
計
債

残
高
及
び
公
営
企
業
債
残
高
の
合
算
額
の
う
ち
下
水
道
事
業
債
残
高
が
占
め
る
割
合
は
十
六
・
五
パ
ー
セ
ン
ト
と
な
っ
て
い

る
。
ま
た
、
お
尋
ね
の
「
料
金
不
足
額
が
一
般
会
計
の
借
金
に
振
り
替
え
ら
れ
た
下
水
道
料
金
赤
字
総
額
」
の
意
味
が
明
ら

か
で
は
な
い
が
、
下
水
道
事
業
会
計
に
お
け
る
資
金
の
不
足
額
に
対
し
、
一
般
会
計
に
お
い
て
起
債
を
行
っ
た
例
は
な
い
も

の
と
承
知
し
て
い
る
。

二
に
つ
い
て

平
成
十
七
年
度
の
決
算
に
お
い
て
、
維
持
管
理
費
の
総
額
は
一
兆
千
百
二
億
円
（
う
ち
、
雨
水
処
理
等
に
要
す
る
経
費
は

千
八
百
四
十
三
億
円
、
汚
水
処
理
に
要
す
る
経
費
は
九
千
二
百
五
十
九
億
円
）
で
あ
る
。
使
用
料
は
汚
水
処
理
に
係
る
維
持

管
理
費
の
ほ
か
汚
水
処
理
に
係
る
元
利
償
還
金
に
も
充
て
ら
れ
る
も
の
で
あ
る
が
、
そ
の
総
額
は
一
兆
三
千
九
百
六
十
五
億

円
で
あ
る
。
下
水
道
事
業
に
要
す
る
経
費
と
し
て
市
町
村
の
一
般
会
計
等
か
ら
下
水
道
事
業
会
計
へ
繰
り
出
さ
れ
た
金
額
は

一
兆
七
千
三
百
六
十
六
億
円
で
あ
り
、
一
般
会
計
が
負
担
す
べ
き
雨
水
処
理
経
費
等
を
除
く
と
、
八
千
四
億
円
で
あ
る
。

一



ま
た
、
平
成
八
年
度
か
ら
平
成
十
七
年
度
ま
で
の
間
に
市
町
村
の
一
般
会
計
等
か
ら
下
水
道
事
業
会
計
へ
繰
り
出
さ
れ
た

金
額
の
総
額
は
十
七
兆
二
千
七
百
九
十
三
億
円
で
あ
る
。

三
に
つ
い
て

い
わ
ゆ
る
三
位
一
体
の
改
革
は
、
約
三
兆
円
の
税
源
移
譲
、
国
庫
補
助
負
担
金
の
縮
減
等
に
よ
り
地
方
の
一
般
財
源
を
拡

大
す
る
と
と
も
に
、
国
・
地
方
と
も
に
極
め
て
厳
し
い
財
政
状
況
の
下
で
、
地
方
交
付
税
の
見
直
し
を
行
っ
た
も
の
で
あ
る
。

同
改
革
で
は
、
下
水
道
事
業
に
係
る
国
庫
補
助
負
担
金
に
つ
い
て
一
部
は
交
付
金
化
さ
れ
た
も
の
の
、
下
水
道
の
整
備
に

係
る
財
源
ス
キ
ー
ム
は
変
わ
っ
て
お
ら
ず
、
下
水
道
事
業
に
要
す
る
経
費
の
う
ち
一
般
会
計
が
負
担
す
べ
き
経
費
に
つ
い
て

は
、
必
要
額
を
地
方
財
政
計
画
に
計
上
し
、
地
方
交
付
税
に
よ
り
、
各
地
方
公
共
団
体
に
対
し
て
、
財
政
措
置
を
講
じ
て
い

る
と
こ
ろ
で
あ
り
、
同
改
革
が
下
水
道
事
業
会
計
に
影
響
を
与
え
た
と
は
考
え
て
い
な
い
。

四
に
つ
い
て

夕
張
市
の
財
政
再
建
計
画
に
お
い
て
は
、
公
共
下
水
道
事
業
会
計
に
係
る
下
水
道
使
用
料
を
引
き
上
げ
た
上
で
、
不
足
額

を
一
般
会
計
か
ら
繰
り
出
す
こ
と
に
よ
り
単
年
度
収
支
を
均
衡
さ
せ
る
こ
と
と
し
て
お
り
、
既
に
同
計
画
に
お
い
て
必
要
額

を
見
込
ん
で
い
る
が
、
一
般
会
計
か
ら
の
繰
り
出
し
が
同
計
画
で
見
込
ん
だ
額
よ
り
も
増
加
し
な
い
よ
う
に
、
総
務
省
と
し

二



て
必
要
な
助
言
を
行
っ
て
ま
い
り
た
い
。

五
に
つ
い
て

下
水
道
の
整
備
は
多
額
の
費
用
を
要
す
る
こ
と
か
ら
、
事
業
主
体
で
あ
る
地
方
公
共
団
体
に
お
い
て
、
社
会
情
勢
等
の
変

化
を
踏
ま
え
、
下
水
道
に
よ
り
汚
水
処
理
を
行
う
区
域
等
に
つ
い
て
、
現
在
見
直
し
を
行
っ
て
い
る
も
の
と
承
知
し
て
い
る
。

お
尋
ね
の
人
口
五
万
人
未
満
の
地
方
公
共
団
体
の
下
水
道
整
備
の
た
め
の
費
用
総
額
と
整
備
期
間
が
ど
の
程
度
と
な
る
か
に

つ
い
て
、
国
と
し
て
は
、
見
積
り
を
行
っ
て
い
な
い
。

六
に
つ
い
て

下
水
道
施
設
の
改
築
に
つ
い
て
は
、
事
業
主
体
で
あ
る
地
方
公
共
団
体
に
お
い
て
、
そ
の
老
朽
化
の
程
度
等
を
踏
ま
え
、

改
築
の
時
期
及
び
方
法
に
つ
い
て
検
討
が
行
わ
れ
る
こ
と
と
な
る
が
、
改
築
は
、
主
に
国
庫
補
助
負
担
金
や
地
方
債
を
財
源

と
し
て
行
わ
れ
る
も
の
と
考
え
て
い
る
。

ま
た
、
お
尋
ね
の
改
築
の
た
め
の
費
用
総
額
が
ど
の
程
度
と
な
る
か
に
つ
い
て
、
国
と
し
て
は
、
見
積
り
を
行
っ
て
い
な

い
。

七
に
つ
い
て

三



汚
水
処
理
施
設
の
整
備
に
関
し
て
は
、
地
方
公
共
団
体
が
、
各
種
汚
水
処
理
施
設
の
有
す
る
特
性
、
経
済
性
等
を
総
合
的

に
勘
案
し
、
地
域
の
実
情
に
応
じ
た
効
率
的
か
つ
適
正
な
整
備
手
法
の
選
定
を
行
う
こ
と
が
重
要
で
あ
る
。
こ
の
た
め
、
現

段
階
で
は
、
御
指
摘
の
よ
う
な
新
た
な
方
針
を
提
案
す
る
こ
と
は
、
考
え
て
い
な
い
。

四


